
太陽エネルギー－ 49 －Vol.51. No.4

1．はじめに

1.1　BIPVの登場と発展
　1970 年代のエネルギー危機を契機として，再生
可能エネルギーの必要性が広く認識され，世界各国
において太陽光発電の研究開発が進展した．1980
年代においては，太陽光発電設備のコスト削減を目
的とし，建築用建材としての機能を備えた「建材一
体型太陽電池（狭義の BIPV： Building Integrated 
Photovoltaics）」の概念が生まれた．1990 年代以降
には，日本および欧米諸国において太陽光発電の系
統連系が開始され，屋根材一体型太陽電池が普及す
るとともに，特殊な用途として壁材および窓材一体
型太陽電池も出現した（図 1）．
　建材一体型太陽電池（狭義の BIPV）は建材と統
合された特別な仕様設計を要する一方で，量産仕様

の PV モジュールを利用可能な「建物据付型太陽光
発電（BAPV： Building Attached Photovoltaics）」は
既存建築物への追加設置において，より柔軟性が高
く，費用対効果の優れたソリューションとして
2000 年代以降普及が進行した．新築または大規模
改修時に採用される建材一体型太陽電池（狭義の
BIPV）と，既存建築物の改修に適した建物据付型
太陽光発電（BAPV）は，いずれも建築環境におけ
る再生可能エネルギーの利用促進に寄与する重要な
技術であるが，この両者を包含する概念が「建築一
体型太陽光発電（広義の BIPV）」である．
1.2　壁面設置型BIPVの重要性
　現在，世界のエネルギー需要の約 70％は都市部
に集中しており，建築物を含む民生部門における二
酸化炭素（CO2）排出量は全体の約 30％を占める．
近年，カーボンニュートラルの実現に向けた取り組
みが加速する中，建築物の省エネ・脱炭素化は極め
て重要な社会課題と認識されている．我が国におい
ては，今後，太陽光発電パネルの設置に適した土地
の減少が予測されることから，建築物の外壁や屋根
などの建築外皮に太陽光発電を組み込む建築一体型
太陽光発電（広義の BIPV）の導入拡大が求められ
ている．特に，従来から利用されてきた建築物の屋
根に加え，都市部における建築物の壁面の活用可能
性が注目されている．
　我々は，NEDO 事業（2020-24 年度）の一環として，
壁面設置太陽光発電システムに関連する以下の 3 文
書を策定・公開したので，本稿ではその概要を紹介
する．
・「壁面設置太陽光発電システム 設計・施工ガイド

ライン 2024 年度版」2）

・「日射熱取得率高精度評価に関する技術文書 2024
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図 1　初期の壁面設置型 BIPV

（�上図：シ―スルー窓型，1993 年，三洋電機 1） 

下図：大規模壁面型，2001 年，三洋電機）
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イン 2024 年度版」を策定・公開した 2）．
　2024 年度版ガイドラインの目次を図 3 に示す．
本ガイドラインは，材料選択，設計，製作，取付施
工，検査，維持管理，といった壁面設置型 BIPV の
ライフサイクル各工程における建築視点及び PV 視
点における留意事項を整理して記載している．「第
1 章 目的と対象」では，建築分野，PV 分野，双方
の専門家が活用できるように，本ガイドラインの目
的，用語の定義および適用範囲を明示した．「第 2
章 性能および安全性」では，壁面設置型 BIPV の
建築外皮および太陽電池としてのそれぞれの性能お
よび安全性について解説した．着色 PV モジュール
の色調に関して，CIE（国際照明委員会）が定める

年度版」3）

・「壁面設置型太陽光発電 発電電力量推定方法に関
するガイドライン～入射角依存性を考慮した推定
方法～」4）

2．壁面設置太陽光発電システム技術関連文書

2.1　「設計・施工ガイドライン」
　太陽光発電システムに関する既存の設計・施工ガ
イドラインとして，「住宅屋根設置型」および「地
上設置型」などが既に公表されているが，建築物外
壁への設置に特化したガイドラインはこれまで整備
されていなかった．太陽電池であると同時に建材と
しての機能も有する BIPV は，建築分野と PV 分野
の融合技術であり，いずれか一方の分野から視点の
みではその全体像を把握することができない．我々
は，建築分野と PV 分野の専門家で構成される基盤
技術検討委員会を組織して，壁面設置型 BIPV に特
化した世界初のガイドライン策定を進め，2023 年
度末に「壁面設置太陽光発電システム 設計・施工
ガイドライン 2023 年度版」を公開した（図 2）5）．
2024 年度には，ウェビナー，建築系／ PV 系学会・
研究会，および個別ヒアリングなどの機会を通じて，
同ガイドラインの国内浸透が図るとともに，国内有
識者から寄せられた多様な意見を改定に反映させた

「壁面設置太陽光発電システム 設計・施工ガイドラ
図 2　壁面設置太陽光発電システムの例 2，5，6）

図 3　「壁面設置太陽光発電システム 設計・施工ガイドライン 2024 年度版」目次
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が出たが，責任範囲は個々の商取引条件に依存する
ので一般化はできないことから，本ガイドラインへ
の記載は見送った．また，「新型太陽電池（ペロブ
スカイト系，フレキシブル，など）」の情報も記載
して欲しいとの要望も多く寄せられたが，太陽電池
メーカー各社と協議の結果，ガイドラインに次世代
型太陽電池の技術情報を掲載するのは時期尚早との
結論に至ったので，将来の改定時の課題とした．
　2024 年には，BIPV 関連の以下 2 文書も公開され
ているので，参考までに記しておく．
・「建物設置型太陽光発電システムの設計・施工ガ

イドライン 2024 年版」7）

・「BUILDING-INTEGRATEDPHOTOVOLTAICS：
A Technical Guidebook」8）

2.2　日射熱取得率高精度評価に関する技術文書
　壁面設置型の中でも特に窓設置型 BIPV の効率的
な活用においては，太陽電池としての発電性能に加
えて，建築材料としての重要な省エネ性能指標であ
る日射熱取得率（窓材料を通過して屋内に取り込ま
れ る 太 陽 熱 の 割 合．SHGC：Solar Heat Gain 
Coefficiet）を考慮する必要がある．例えば，夏季に
おいては，日射熱取得率が低い方が冷房に必要な空
調エネルギーを削減できるため，結果的に建物全体
のエネルギー効率が向上する．国内 BIPV メーカー
／ユーザー各社にも，BIPV 製品の性能仕様数値と
して「日射熱取得率」を記載したいというニーズが
ある．建材としての窓材料の日射熱取得率評価法は，
計算法（ISO 90509），ISO 1509910）），実測法（ISO 
1946711））ともに国際規格が公開されているが，太
陽電池の発電によるエネルギー移動を考慮する必要
がある BIPV の日射熱取得率高精度評価技術は，計
算法，実測法ともに研究開発途上であり，未だ国際
合意や標準化がなされていない．

方法に準じて，測色計で計測した L*a*b* 色空間座標
で表示することにより，定量的な評価が可能である
ことを例示し，第 2 章（2.2.6.3 意匠性）に記載した．

「第 3 章 材料」では，壁面設置型 BIPV の建築外皮
部分および太陽電池部分の使用材料について解説し
た（図 4）．
　壁面設置型 BIPV 導入可否の検討は，新築建物で
は建築設計の初期段階から，既築建物への設置では
外壁改修設計の初期段階から，それぞれ開始する必
要がある．「第 4 章 設計」では，建築的視点では「建
物新築時及び既築建物改修時の全体計画における
BIPV 導入可否の検討手順や BIPV システム施工計
画」について，電気的視点では「BIPV のシステム
構成（図 5）」などについて，それぞれを解説した．「第
5 章 製作」では，BIPV モジュールの製作及び壁面
設置型 BIPV の代表的事例として BIPV モジュール
を組み込んだメタルカーテンウォールの製作工程を
紹介した．「第 6 章 取付施工」では，BIPV を壁面
に設置する代表的な工法および取付施工手順を例示
した．
　壁面設置型 BIPV を適正，かつ安全に運用するた
めには，施主への引渡し前の検査と引き渡し後の維
持管理が重要である．「第 7 章 検査」では，壁面設
置型 BIPV の製作および施工過程におけるそれぞれ
の検査項目と検査手順を例示した．「第 8 章 維持管
理」では，壁面設置型 BIPV を適正，かつ安全に運
用するための具体的な維持管理方法の指針を示し
た．
　2024 年度版の主な改訂点は，索引・用語集の追
記（約 240 語），用語定義の加筆と用語統一，国内
浸透イベントにおける意見の反映などである．2024
年度改訂作業の中で論点となったが本改訂版で対応
できなかったこともいくつかある．例えば，「BIPV
の 3 性能（水密，気密，耐風圧）を建築サイドと
PV サイドのいずれが担保するのか？」という質問

図 4　各種太陽電池セル 2） 図 5　壁面設置型 BIPV システムの構成例 2）
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繰り返し再現性（定性値）は一定水準以上であるも
のの，その定量値については各国機関の間で 5-10％
以上の差異があることを確認している．国際規格，
国内規格とも定量的精度に関する定めはまだ無い
が，日射熱取得率高精度評価技術の国際論議を推進
して国際合意を形成してゆくには，日本および海外
各国の評価技術が内包するラボラトリーバイアスの
可能性の確認・改善作業を並行して進める必要があ
る．
2.3　発電電力量推定方法に関するガイドライン
　屋根設置型などの通常の PV システムにおける発
電電力量推定方法としては，JIS C 8907：200513）が
公表されている．しかし，壁面設置型 BIPV におい
ては，特有の留意事項を考慮した推定手法が体系化
された規格や文献は存在しなかった．本研究では，
特に低角度入射の比重が大きい壁面設置型 BIPV に
おいて重要となる太陽光の入射角特性を新パラメー
タとして採用し，発電電力量推定の精度向上を目指
した．片面発電と両面発電，防眩処理の有無といっ
た様々なタイプの BIPV モジュールを準備して，そ
れらの屋外発電量を実測した（図 8）．また，各タ
イプ BIPV モジュール発電性能の光入射角依存性を
計測し（図 9），入射角依存性を考慮した発電量推
定モデルを構築した．屋外実発電量とシミュレー
ションによる発電量推定値を比較して，その乖離要
因分析を通じて発電量推定の計算モデルを改良した
結果，入射角依存性を考慮した新推定技術によって，
発電量推定誤差が改善されることを実証した（積算
発電量推定値/実測値：＜従来技術＞1.039から1.011

　我々は，太陽電池の計測技術において高度な知見
を有する産業総合技術研究所と共同で，BIPV 用日
射熱取得率高精度評価装置及び評価技術を開発して
きた．当該評価装置は，発電状態で日射熱取得率を
実測できる日本国内で唯一の評価装置であるが，
ISO 19467に準拠した高精度主要コンポーネント（熱
計測系（高気密熱計測箱方式），ソーラーシミュレー
タ系（新型低コスト 2 灯キセノンショートアーク
型），MPPT 計測系（産総研方式（高精度 I-V 測定
装置 MPPT モード））を採用した日射熱取得率評価
装置を構築した（図 6）．本評価装置により，日射
熱取得率評価の繰り返し再現性で，JIS ／ ISO 規格
で規定する要求性能を実証し（JIS A 1493/ISO
19467 では「繰り返し再現性の不確かさ＜ 2.9％」を
要求），その成果を「壁面設置太陽光発電システム
日射熱取得率高精度評価に関する技術文書 2024 年
度版」を策定・公開した 3）．一例として，透光型
BIPV モジュールの開放電圧状態／発電状態におけ
る日射熱取得率（g 値）のセル占有率依存性を図 7
に示す．g 値とセル占有率が良好な線形相関が見ら
れるが，これは高い測定再現性の証左でもある．ま
た，発電状態（MPPT）の g 値は開放状態よりも低
く，セル占有率が増加するとともにその差異が拡大
している．これは，BIPV の発電によるエネルギー
移動によるものであり，日射熱取得率の高精度評価
には発電状態での測定が必要であることを示してい
る 12）．
　現在，IEA PVPS Task15（Enabling Framework 
for the Development of BIPV）Phase3（2024-27 年）
活動の枠組みを活用して，日射熱取得率の国際比較
試験（参画国（機関）：日本（PVTEC：太陽光発電
技術研究組合），ドイツ（FhISE：フラウンホーファー
研究所），フランス（CTBS：建築科学センター），
韓国（KCL：韓国適合試験所））を日本主導で推進
中である．その結果，各国とも日射熱取得率評価の

図 6　BIPV 用日射熱取得率評価装置の構成図 3） 図 7　BIPV 日射熱取得率のセル充填率依存性 3）



太陽エネルギー－ 53 －

壁面設置型 BIPV の現状と今後の展望

Vol.51. No.4

に両面発電モジュールを採用する場合，裏面に入射
する反射光も考慮する必要がある．こうした課題を
克服し発電量推定精度を向上させるためには，建物
の 3D モデルを構築する BIM（Building Information 
Modeling）との組み合わせが有効である．これによ
り，追加的な変数を計算モデルに統合し，発電量推
定の精度を向上させることが期待される．

3．差別化と標準化

　壁面設置型 BIPV 技術は未だ発展途上であり，都
市部の建築物という限られた空間でエネルギーを効
率的に生成するという独自の価値をさらに高めるた
めには，発電効率のさらなる向上や多機能化（軽量
性，柔軟性，透光性，断熱性，外観審美性）などの
差別化技術の開発が求められる．一方で，壁面設置
型 BIPV の大量導入を目指すには，製品の標準化（規
格の統一，設計・施工ガイドライン）とその周辺環
境の整備が不可欠である．新たな差別化技術の開発
と新技術にも対応した国際標準化．この両者をバラ
ンスよく進めることによって，壁面設置型 BIPV の
さらなる普及が期待される．

4．まとめ

　太陽光発電技術研究組合が NEDO 事業の一環と
して取り組んできた壁面設置型 BIPV に関する技術
開発と関連する以下の公開文書の概要を紹介した．
・「壁面設置太陽光発電システム 設計・施工ガイド

ライン 2024 年度版」
・「日射熱取得率高精度評価に関する技術文書 2024

年度版」
・「壁面設置型太陽光発電 発電電力量推定方法に関

するガイドライン～入射角依存性を考慮した推定
方法～」

　これらの公開文書の浸透が，国内の BIPV コミュ
ニティ（建築系＋ PV 系）における共通認識の醸成
と対話の活性化に寄与し，さらには壁面設置型
BIPV の国際標準化論議における日本のイニシア
ティブとリーダーシップの強化に繋がることを期待
している．
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へと良化，月別標準偏差推定値 / 実測値：＜従来技
術＞ 0.022 から＜本技術＞ 0.011 へ良化）（図 10）．
これらの研究結果に基づき，「壁面設置型太陽光発
電 発電電力量推定方法に関するガイドライン～入
射角依存性を考慮した推定方法～」を策定・公開し
た 4）．
　壁面設置型 BIPV（建物一体型太陽光発電）の発
電量推定は，屋根設置型 PV と比較して，今回着目
した光入射角度以外にもいくつかの特有の複雑性を
持つ．まず，壁面設置型 BIPV は自己影や周辺建物，
構造物による影の影響を受けやすい点が挙げられ
る．さらに，壁面設置型 BIPV は隣接する建物や地
表面からの反射光の影響を受ける可能性があり，特

図 8　各タイプ BIPV モジュールの屋外計測 4）

図 9　BIPV モジュールの光入射角特性計測 4）

図 10　壁面設置 BIPV の発電量推定値／実測値 4）
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